信用金庫の優良取引先企業に関する研究 by 鈴木 孝男 et al.
はじめに





















された信用組合が発端となっている｡ その後, 都市の商工業者を対象として, 市街地信用
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日本図書センター
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 信用金庫法１条に ｢協同組織による信用金庫の制度を確立し｣ とある｡
これにより, 信用金庫には事業活動に対して一定の恩典と制約が課されている｡ 恩典と
しては, 法人税, 印紙税等の減免があり, 制約としては, 営業地域の限定 (定款に定めた
範囲内, 変更には内閣総理大臣の許可が必要 (信用金庫法31条), 取引先を中小企業に限
定する, などがある｡ また, 金庫の会員に関しては, 議決権において１人１票を原則とし




現在)｡ これは日本全国の総預貯金額の11.1％になる｡ また, 中小企業向け貸出額は約42
兆円で, 全国の中小企業向け貸出額の16.7％を占める(４)｡ 特に中小企業専門金融機関 (信
金, 信組, 政府系金融機関) の中では約57％を占めており, 中小企業金融において, 重要
な役割を占めている｡
地域密着経営を事業の柱としている信用金庫においては, 様々な地域貢献活動を行って
いる｡ 鈴木真人・関 (2008) によれば, 各地の信用金庫が地元企業の経営者の勉強会, 子








朝日信用金庫は, 2004年に ｢コラボ産学官｣ という組織を立ち上げて, 産学官金連携に
より大学等の研究機関が持つ知識・技術を中小企業に仲介する事業活動を行っている｡ 最
近では地方の工業系大学 (学部) が東京で活動を行う場合の拠点づくりに中心が移っている｡














 商工総合研究所 『商工金融』, 『信金月報』 による｡
 コラボ産学官のWEBサイトより http://www.collabosgk.com/
金融機関としての性格を弱める働きをもつという指摘もある｡
この点について長谷川勉 (2000) は, 地域主義と協同組織主義の復権を主張し, そこに
懐古趣味でない現代的な意義がある, と述べている｡ つまり地域住民や会員との日常的な
接触を通じて, 協同組織金融機関としての信金が, 情報コスト, 営業費用等の低減を図る
ことができて, 経営改善につながる, というのである(６)｡ この点については, 後述するよ




現在においても, 中小企業の側からは, 信用金庫は ｢最後の砦｣, ｢中小企業の真のパート
ナー｣ として信頼されているのである｡
 東京の信用金庫
今回の調査・研究は東信協が行っている企業表彰 (後述) に関するものである｡ そこで
まず東京都における信用金庫の状況について, 整理してみる｡ 最初に東京都に本店を持つ
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ので, 2010年度で24回目を迎える｡ これまでの表彰企業は通算で2311社 (第23回表彰分ま
で) で, 数例を除き重複して表彰された企業はない(８)｡ なお, 第20回の際に, 過去に表彰
された企業を24社, 特別功労賞として再度表彰しているが, この数値は上記の表彰企業数
には含めていない｡
企業を表彰する制度は行政, 団体, 新聞・雑誌等で毎年様々な形で行われているが, 本
制度のように特定地域に限定して, 中小企業のみを対象として表彰を行っている例はあま
りないのではないかと思われる｡ しかも, この表彰は過去20年以上継続しており, 2011年
度には25回目と四半世紀を経過することになる｡
企業表彰制度はどのようないきさつから始められたのだろうか(９)｡ 信用金庫業界におい




際に, ｢地域協調しんきん運動｣ という取り組みが信金業界全体として行われた｡ この運
動が最初に提起されたのは, 1971年に行われた, 信用金庫20周年記念全国大会である｡ そ
の内容は信用金庫の本来の存在意義を再認識して, ｢地域密着, 営業店重視｣ の姿勢を確
認することから, 戦略を再構築しようとするものであった｡ 東京においても1972年から取
り組みが始まった｡ 具体的には, ｢全戸利用, 会員の増強, 会員の利用度向上, 総合力発





の諸団体 (商店会, 町会等) の役員を引き受ける, 祭礼や交通安全活動などに積極的に参

























り振って, そこから企業を推薦する, という形であった｡ この方法で対象とならない金庫
に関しては, 各金庫に１社割り当てがあって, 金庫から直接推薦が行われることもあった｡
また第１回から第13回までは, 表彰部門として, ①技術革新・商品開発部門, ②販売・
サービス部門, ③人事・労務部門, ④地域社会貢献部門の４つが設定され, どれか一つの
部門に応募することになっていた｡ この部門は第14回 (2000年度) からは廃止され, 代わっ
て推薦理由として, ①新技術・新製品等の開発に成功, ②環境変化に柔軟に対応, ③販売
方法・マーケティングに新しい手法を導入, ④事業承継体制確立・適切な人事管理, ⑤伝
統工芸保存に貢献, ⑥地域社会貢献, ⑦その他の７項目が例示された｡ これらの項目は表
彰部門を示すものではなく, 応募に際しての目安にすぎない｡ さらに, 第22回 (2008年)
からは, 推薦部門が製造業部門と非製造業部門に分けられるようになった｡
推薦があった企業に対しては, 金庫が委嘱した調査員が対象企業を訪問して聞き取り調
査を行い, 調査報告書を作成して事務局に提出する｡ それを選考委員会 (研究者, 協賛団
体 [東京商工会議所, 日本経済新聞社等], 中小企業家同友会, 東京都信用金庫協会役員
らで構成) が選考してきた｡ 表彰の内容としては, 最優秀賞 (全推薦企業から１社), 優
秀賞 (第13回までは各部門ごとに１社, 14回以降は全体から数社), 協賛団体からの表彰
(東京商工会議所会頭賞, 日本経済新聞社賞など), 審査員特別賞 (審査員から推薦があっ






で, 金利も現在から見ると高水準にあり, 資金的にゆとりがあったが, 1990年代後半にな
ると会費が減少し, 規模が縮小した｡ 図３で明らかなように, 表彰企業数は1996年 (第10
回) の198社をピークに減少し, 最近では毎年50社程度にまで低下している｡
既に述べたように, 表彰対象企業は1999年までは部門別に推薦されていた｡ この部門別
で表彰企業を見ると, 図４のようになる｡ 当初は技術革新部門が多かったが, 次第に販売







ち技術革新が777社 (45.9％), 販売サービス部門が606社 (35.8％), 人事労務部門が221社
(13.1％), 地域貢献部門が87社 (5.1％) となっている｡ 後で述べるが, 表彰企業を業種別









ともいえる｡ つまり, 表彰制度によって浮かび上がってきた約2300社の企業の多くは, 東
京の信用金庫の重要なパートナーだといってもよいのではないか｡ このことから, 表彰企
業分析は, 信用金庫の経営に関する分析の一部をなすとみることができよう｡



























































































































































































































また, 中小企業専門, 地域密着性という信用金庫の特性を考慮して, 次の～の項目
に関して分析１, ２に共通して分析を行うことにした｡






タ, 推薦理由など), ②調査員が書いたレポート, ③ 『表彰企業の概要』 (東信協が外部に
公表した文書, 以下 『概要』)｡ このうち, 表彰企業の資料として最も詳細なデータが記載
されているのが①で, そこには売上高, 従業者数, 業歴, 創業者・経営者の属性 (学歴・
創業者であるか否か, 年令), ３年間の利益, 金庫との取引期間等が示されている｡ ②と
③は企業の推薦文としての記述と売上高, 従業者数, 業歴はあるが, 経営者の属性や利益,
金庫との取引期間は出ていない｡ しかし, ①, ②の資料を保管していた東京都信用金庫協
会の事情 (事務所の引っ越し) により, 第１回から第23回までのすべての年の資料を得ら
れたのは③の 『概要』 だけであった｡ ①に関しては, 2006年以降の分しか残っておらず,
②に関しては筆者が保管している第11回以降の分しか確認できなかった｡
第１回から23回までの表彰企業は全部で2311社である｡ このうち, 第１回から第３回ま
での 『概要』 では, 個別企業の住所, 売上高, 経営者氏名, 創業年などのデータが省略さ
れ, さらに第１回～第２回は推薦文も要点しか記述がなくて, その企業を理解することは
かなり難しい状況にある｡ 第３回では売上高, 従業者数はあるが, 住所が出ていない｡ 第
４回以降の 『概要』 においては, 上記のデータが出ているので, 分析に利用できるが, 第
３回までの企業 (309社) については残念ながら分析対象とすることができなかった｡ 但
し, 売上高と従業者数で分析する場合は, 第３回のデータも含めて見る場合がある｡ した
がって, 以下に行う分析においては, 基本的には第４回～第23回までの表彰企業 (2002社)
を対象として行うことになる (第３回を含めると2122社)｡
これらの企業の中には, かつて東信協の会員であって, 現在は離れている金庫 (普通銀
行に転換したものもある) が, 会員時代に推薦した企業が57社あり, そのうちの一部 (第




にバブル崩壊と長期不況, 金融不安 (1997～1998年), いわゆるリーマンショック (2008
― ―8
年) などの経済的激変があったり, IT 革命によって情報通信分野が急成長を遂げる, 少
子高齢化により福祉・介護ビジネスが拡大するなど, 産業構造も大きく変化してきた｡ ま
た, すでに述べたように, この間に信用金庫業界が再編成によって大きく変化し, 規模の
小さな金庫が減少して大きな金庫に再編成される, という事態が進行した｡ こうしたなか
で毎年50～100社 (最大は1998年の198社) が表彰されてきているので, 表彰企業には様々
な影響が反映されていると見る必要がある｡





事業内容, 売上高, 従業者数のデータを金庫から出してもらい, これらを踏まえた分析を
するようにした｡
但し, 表彰後の個別企業のデータについてはいくつか問題がある｡ 一つは現在の売上高
















データが確認できる第３回 (1991年) 以降の表彰企業2122社について, その１社あたり















































表彰企業について従業者数規模別に見ると, 図８のようになる｡ 参考までに 『事業所・
企業統計』 の規模別分布と比較しているが, 表彰企業では10～19人のところがピークになっ
ており, １～４人の比率は一般企業の分布とくらべるとかなり低い｡ これは, 優良企業と
して金庫の各支店からの推薦によって実績のある企業が選定されていることが影響してい




る信用金庫の取引先であるから, その分布は東京都とその周辺の３県 (神奈川, 埼玉, 千
葉) であるが, 圧倒的に東京23区が多く, その中でも城東・城北地域の企業が多くなって
いる｡ 特に足立区, 江戸川区は100社を越えており, 港区や文京区など都心部の区を大き
く引き離している｡ 多摩地区では八王子市が60社の表彰企業を出していて, 市町村では最
も多くなっている｡ 23区が全体に占める比率は, 約４分の３の74.1％になっており, 多摩



































































































































ただ, 表彰企業と金庫支店の分布は必ずしも一致しない｡ 表５で示したように, 支店数
の比率が高い地域が表彰企業が多いとは限らず, 逆に金庫比率が低い地域で表彰企業の比










埼玉県 163社 ( 8.1％)
神奈川県 31社 ( 1.5％)












台 東 区 3.9％ 6％ 2.1
荒 川 区 3.75％ 5.7％ 1.95
足 立 区 8.7％ 10.6％ 1.9
墨 田 区 3.97％ 5.4％ 1.43
豊 島 区 3.09％ 4％ 0.91
葛 飾 区 5.16％ 6.1％ 0.94
千代田区 1.96％ 2.7％ 0.74
板 橋 区 5.27％ 5.7％ 0.43
文 京 区 1.65％ 2.1％ 0.45
練 馬 区 4.98％ 5.4％ 0.42
渋 谷 区 2.57％ 2.9％ 0.33
江 東 区 3.53％ 3.7％ 0.17
中 野 区 3.69％ 3.7％ 0.01
新 宿 区 4.46％ 4.4％ －0.06
北 区 4.37％ 4.3％ －0.07
目 黒 区 2.47％ 2.2％ －0.27
港 区 2.92％ 2.2％ －0.72
杉 並 区 3.96％ 3.2％ －0.76
中 央 区 3.12％ 2.3％ －0.82
江戸川区 8.59％ 7.1％ －1.49
品 川 区 4.04％ 2.3％ －1.74
大 田 区 7.38％ 4.7％ －2.68
世田谷区 6.45％ 3.4％ －3.05
表６ 郵便番号別表彰企業分布数
郵便番号 企業数 地域 区名
1160014 16 東日暮里 荒川
1160011 14 西尾久 荒川
1160013 13 西日暮里 荒川
1310041 12 八広 墨田
1160012 12 東尾久 荒川
1160001 12 町屋 荒川
1240006 11 堀切 葛飾
1160003 11 南千住 荒川
1320035 10 平井 江戸川
1310032 10 東向島 墨田
1110032 10 浅草 台東
が高いことについては, 分析が必要である｡ この点については４ので分析することにし
たい｡




























11であきらかなように, 表彰企業の54％が製造業になっている｡ この事実は, 『事業所・



















































1452 429 459 119 33 290 1894
 岩佐代一編 『地域金融システムの分析』 2009年, 中央経済社 97ページ
健闘しているとみてよいのではないかと思われる｡ 1990年以降の日本経済は, ｢失われた
10年｣ が ｢20年｣ といわれて不況が長期化し, アジア経済を中心とした新興国の追い上げ
で国内の製造業を中心に生産拠点の海外への移転が進んだ｡ また, 90年代末に生じた金融
機関の業績悪化は, 中小企業向け融資の縮小により中小企業経営に大きな影響を与えてき
た｡ さらに, 90年代半ば以降に急速に進展した IT 革命とそれによる産業構造の変化が,
それまでのビジネスモデルを陳腐化させて, 対応できない企業を市場から退去させる, と
いう激しい変化が生じている｡ さらに2008年９月に発生した ｢リーマンショック｣ 以降の
経済の急激な縮小とその後続いているデフレ経済の影響で, 各企業共にかなり厳しい経営
を迫られているようである｡
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る｡ 各金庫グループでみると, 小規模金庫グループと大規模金庫グループの場合, ほとん
どの階層で売上高が表彰時より落ちている｡ 中規模金庫グループの場合, 売上高が表彰時
で10億円未満の企業は全体的に業績が向上しているが, 10億を超えるとマイナスになって







売上高規模別区分 小規模信金 中規模信金 大規模信金 メガ信金 全体
１億円未満 －－－ －534 －1349 －988 －627
１億～５億 －6367 －1192 －14371 －708 －2200
５億～10億 14814 165997 －9894 －10920 －5741
10億～20億 －22650 －37468 －31270 －8817 －10371
20億～50億 －－－ 28831 76573 －37238 －6072
50億～100億 －－－ －－－ －72525 8088 －68121















た｡ 表８から見る限り, 小規模信金, 中規模信金においては売上高５～10億円の企業のと
ころに強みがあり, 大規模信金, メガ信金においては１億円未満と１～５億円の企業に強





い (悪くない) と言うことが指摘できる｡ ただ, 既に指摘したように現在の売上高データ
の信頼性に若干の問題があり, かつサンプル数が少ないところもあるので, 以上の指摘は
およその傾向として把握すべきものと思われる｡
表８において, 小規模信金と大規模信金, メガ信金の表彰企業のほとんどが, 表彰時と
比べて売上高を落としているのが注目される｡ 図15でわかるように, 大規模信金は倒産比




































なっている｡ また, 15億円以上の階層では, 倒産・廃業を含む数値 (右) が多くなって不
明 (左) との差が開いている｡ また金庫の規模別で見ると, 規模の大きい金庫のグループ







区 (特に城東・城北地域) には, 表彰企業の84％ (城東・城北地域には46％) が集中して
いるのである｡
図19は地域別に見た表彰企業の実績 (現在時売上高－表彰時売上高の集計値の１社あた



























































































































































































































































































個別項目の構成比 (この場合は表彰企業の分布) が全体の構成比 (この場合は 『事業所・









る｡ もともと荒川区・葛飾区は, 明治期から化学・金属関係の企業が立地しており, 関東
大震災以降に中央区や台東区などから製造企業が移ってきて発展してきた地域である｡ 業
種としては, 化学・機械・金属の他に家具・木工, 繊維, 化学, 雑貨などの企業が立地す
るようになった｡ 戦時中には機械・金属関係の企業も増加し, 戦後の高度成長期には一定
の産業集積を形成していた(13)｡



























































































































































































































































ことは, そこに何らかの集積の効果が働いている, と見ることができよう｡ 筆者はこの点
については, 別稿で分析をする予定である｡
その一方で, 表彰企業の高集積がありながら, 低パフォーマンスとなっている地域があ
る｡ 具体的には武蔵村山市, 西多摩郡, 小平市などの多摩地域の郡市と, 墨田区, 板橋区,












計で見る一般的な業種別構造と比較して, 製造業 (54％) に大幅に偏っていて, 卸小売や
サービス業, 飲食業が少なくなっているという特徴を持っている｡
そこで, これらの業種別に売上高が表彰時と現在とでどう変化したのかを見たのが図23






























 各市区の表彰企業数は, 武蔵村山21, 西多摩16, 小平21, 台東89, 板橋85, 墨田80, 北64となっている｡
 １業種について表彰企業数が10社以内の業種については示していない｡
注目すべきであろう｡
そこで, この製造業について, 企業数を中分類で実績を見ることにする｡ 図24でわかる
ように, 金属・機械関係の企業が多くなっている｡ 東京の地場産業でもある印刷・食品を













































































































































































































































































































































































































































































































































































加しているのは, １～４人 (842万円) と300人以上 (４億4135万円) だけで, あとはすべ
て減少となっている｡ また図から読み取れるように, 平均すると, 表彰企業のうち従業者
数50人未満の規模の小さな層は経営が安定しており, この20年間の経済変動 (特に長引い
た不況) に耐えてきたと見ることができる｡ 逆に大規模層では, 300人以上の層が４億
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社 (0.6％) と少なくなっている｡ 最も古い企業は, 創業が1590年と伝えられている伊場








































































業が表彰されている｡ 現場からの声を聞くと, そろそろ表彰すべき企業が出尽くした, と
いう意見が出ているようである｡ しかし, 既に指摘したようにこの制度は金庫にとって重
要な役割を果たしている｡ 金庫にとって情報収集の優れた手段となっているだけでなく,
企業側においても, 自社の存在を外部に伝えるよい手段になる｡ また, 小零細企業の場合,
会社の歴史やこれまでの事業活動の記録を残すことは難しいので, こうした調査で記録と
して残すことは, 企業としてもメリットが大きいといえよう｡
一方, 既に指摘したように, これまでの表彰企業は製造業に偏っており, 現在の産業構
造から見ると現実を反映していない｡ 表彰企業の選考基準として, 第３次産業 (特にサー
ビス業) の企業が対象となりやすいような選考基準を作るべきである｡ 具体的には, 企業




(組織・人事, 福利厚生等) や, 経営の安定 (長期間赤字を出さず, あるいは雇用を守っ
ていることなど) のような過去の実績など, 技術や製品の独自性がなくても推薦できるよ
うな基準作りをすることも検討するべきである｡ さらに, サービス部門の企業 (介護福祉,
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とが確認できた｡ また, 表彰企業の比率が高い地域においても, その地域の産業構成によ
り実績に差が出ていることも指摘できる｡ 特に機械・金属系産業の比率が高い地域ほど表
彰後のパフォーマンスが良好であることが把握できた｡
これらのことから, 都内23区 (特に城東地域) において製造業の集積が依然として機能
を発揮していることが確認された｡ また, 表彰企業の規模によって, 表彰後のパフォーマ
ンスに差が出ていることも確認できた｡
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